平成２６年度　第１０回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２６年９月５日（金）午前１０時～１０時５０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　委　　員　　上　田　博　久
　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　河　村　　　淳　　

　　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


    議案第１号　人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正について

　　議案第２号　平成２６年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度（追加募集：薬剤師・林業・土木・

　　　　　　　　獣医師・畜産））の実施について

    報告第１号　２０１４年度給与勧告等に関する要求書について

	５　議事の公開・非公開


　　公開とした。
	６　議　事

	


　１　議案第１号

　　　人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部改正について、事務局が説明し、原案のとおり

　　決定した。

【説　明】

　以下のとおり人事委員会規則及び人事委員会委員長通知の一部を改正しようとするもの。

①　規則等の名称

　(１)　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号）

　(２)　職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について（昭和52年１月25日付発鳥

　　　人委第14号）

②　概要

　　人事管理上の必要からやむを得ないと認められる場合には、人事委員会の承認を得て級別資格基準

　表に定める資格基準にかかわらず職員を昇格させることができるよう、以下の考え方により上記規則

　等を一部改正する。

　(１)　任用者数が少ない職種においては、昇格の際の資格基準である級別資格基準（必要在級年数又

　　　は必要経験年数）を満たす者が限られるため、上位職の職員が退職した場合、資格基準を満たす

　　　適任者を任用することができず、適正な人事管理・公務運営に支障を来すおそれがある。

　(２)　選考の基準を定める任用規則及び運用方針においては、原則として初任給規則に定める級別資

　　　格基準その他を職員の選考の基準とし、当該基準によっては欠員を補充することができず、その

　　　ため公務の運営に支障をきたすおそれがあると認めるときは、例外的に当該基準にかかわらず選

　　　考を行うことができる旨を規定しており、初任給規則においてもこれに応じた取扱いができるよ

　　　う改正する。

　(３)　現行の資格基準自体の見直しについては、現在のところ任命権者にその考えはなく、人事管理

　　　上の必要性からやむを得ないと認められる場合の特例措置として個別に対応することとする。

③　施行期日

　　公布日とする。

　２　議案第２号

　　　平成２６年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度（追加募集：薬剤師・林業・土木・獣医師・畜

　　産））の実施について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

　平成２７年４月１日採用予定の鳥取県職員採用試験を以下のとおり実施しようとするもの。

①　概要
　(１)　募集職種・採用予定者数

	職　　種
	採用予定者数

	薬 剤 師
	公衆衛生コース
	２名程度

	
	調剤コース
	８名程度

	林　　　業
	２名程度

	土　　　木
	１名程度

	獣　医　師
	２名程度

	畜　　　産
	１名程度

	計
	１６名程度


　(２)　受験資格

　　ア　年齢等
　　　　薬剤師（公衆衛生コース）：昭和５４年４月２日以降に生まれた人

　　　　薬剤師（調剤コース）：昭和３０年４月２日以降に生まれた人

　　　　獣医師：昭和３９年４月２日以降に生まれた人

　　　　その他の職種：(ア)　昭和５４年４月２日から平成５年４月１日までに生まれた人

　　　　　　　　　　　(イ)　平成５年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学（短期大

　　　　　　　　　　　　　学を除く。）を卒業した人若しくは平成２７年３月３１日までに卒業する

　　　　　　　　　　　　　見込みの人又は鳥取県人事委員会がこれらと同等の資格があると認める人

　　イ　資格・免許等

　　　　薬剤師及び獣医師には、職種に係る免許が必要。

　　ウ　国籍

　　　　日本国籍を有しない人にあっては、就職に制限のない在留資格を取得しているか、平成２７年

　　　３月３１日までに取得見込みであれば受験可能。

　(３)　試験日程

	受　付　期　間
	9月26日(金)～10月20日(月)(消印有効)
(インターネット受付：9月26日(金)午前0時～10月15日(水)午後12時）

	第１次試験
	試験日
	11月9日(日)

	
	試験会場
	鳥取県庁会議室

	
	試験種目
	教養試験、専門試験、論文試験、適性検査

	
	合格者発表
	11月28日(金)(予定)

	第２次試験
	試験日
	12月中旬のうち指定する1日(予定)

	
	試験会場
	鳥取県庁会議室

	
	試験種目
	人物試験(集団討論及び個別面接)

	
	採用候補者発表
	1月上旬(予定)


　(注)　第１次試験で実施する論文試験の評価は第２次試験で行う。（第１次試験合格者のみ採点。）

　　　　また、第１次試験で実施する適性検査の検査結果は、第２次試験の人物試験の参考として使用

      する。（第１次試験合格者のみ判定。）

②　広報
　　平成２６年９月１２日付けの鳥取県公報に登載し、別途受験案内を作成する。
【質　疑】

委　員

　　薬剤師は大丈夫か。集まるか。

事務局

　　薬剤師はピンポイントで広報する必要があり、部局を通じて大学回りをしているところ。

委　員

　　試験を実施しても、受験者がいなかったら意味がない。
事務局

　　先日の仕事説明会に来られた薬学部のかたにも、直接声をかけていく。
委　員

　　ここ近年、毎年こういう状態なのか。

事務局

　　一昨年ぐらいから追加試験を行っている。

委　員

　　驚いた。

事務局

　　最初は予定の採用人数で募集するが、早期退職希望が増えてくると、その分を増やして採用しなけ
　ればいけなくなり、最終的に早期退職を含んだところの採用人数との差が出てきたので、もう一度募
　集をしなければいけなくなった、ということ。

　　ただ、薬剤師だけは、初めから応募者自体がほぼなかった。どの県も、薬剤師はそういった状況ら

　しい。

　　６年制になったときに、厚生労働省の計画では年間で大体１万１千人薬剤師が生まれるという予定
　であったが、薬剤師の国家試験に今年は６割の７千人余りしか通らなかったそうだ。そうすると、絶
　対数が足りないということになる。

　　また、平成２４年度に調剤の点数を加算する制度ができたそうで、これにより調剤薬局・病院など
　でかなりの奪い合いとなっているらしい。

　　こうした背景があり、また当県には薬剤師の学科がなく、外に出た人に戻ってきてもらうしかない

　ので、県の医療指導課が今年の夏から、外に出た人たちにぜひ帰ってきてくださいという催し物をや

　り始めたといった状況にある。

委　員

　　薬剤師は大学院を出なくてはいけないことになり、この隙間だけ不足しているのかと思ったら、合

　格率の問題もあるということか。

事務局

　　そのとおり。

委　員

　　それでも合格率は８割以上あったのだろう。

事務局

　　予定では１万１千人合格するはずだったが、実際は６割の７千人余りしかいないそうだ。

委　員

　　これは、来年度以降も問題になる。

委　員

　　採用人数が増えたのは、先ほどの調剤の点数の関係か。それとも退職があったせいか。

事務局

　　薬剤師の採用人数は、６月に試験をしたときのままである。

委　員

　　元から不足していて、採れていないということだな。

委　員

　　採れていなくて、それが積み重なって、調剤の採用予定者数は８名になったということか。昨年度

　もそうだったか。

委　員

　　昨年度も欲しいだけ採れていないのでは。

事務局

　　昨年度は調剤の方が採れていない。

委　員

　　確か、４人受けて、２人は良いが後２人は、という結果だったはずである。

委　員

　　調剤であれば、仕事は他と変わらないのに、条件的には他が高騰してしまっているのではないか。

事務局

　　そのとおり。

委　員

　　今年も採れなかったら、いろいろ考えなくてはいけないかもしれない。

　　今年も採れなかったら、他県がどうしているか、一応調べた方がいいかもしれない。条件的に何か

　をかさ増ししているとか。

事務局

　　この前、県の方で、薬剤師の学科のある武庫川女子大学と、ぜひ県に帰ってきてほしいということ
　から、就職関係の協定を結んだところ。割と鳥取県内から進学しているかたが多い部類に入る大学ら
　しい。

委　員

　　これはそういう工夫をしながらやっていただくということで良いか。これからも、こうした合格者

　が不足する学科については、対策を考えなくてはいけない。

　　それでは、議案はこれで良いか。

委　員

　　良い。

委　員

　　良い。

　３　報告第１号

　　　２０１４年度給与勧告等に関する要求書について、事務局が次のとおり説明した。

【説　明】
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【質　疑】

委　員

　　１（５）について、総務省通知を十分に理解している訳ではないが、この点については組合の主張

　は理解できる。６（１）時間外勤務の正確な実態把握についても理解できる。

事務局

　　パートタイム労働法は公務員には適用されないため、処遇の改善があっても、公務の中で臨職・非

　常勤職員を都合良く使っているのではないかという意見がある。社会情勢の変化に伴い、人事委員会

　のスタンスも変えざるをえない状況にあるのではないかと考える。具体的には別途相談させてほしい。

委　員

　　鳥取県における臨職・非常勤職員の割合は高いか。臨職・非常勤職員と言っても、意味合いはいろ　

　いろあると思うが、正規の職員との間に差違がある。

事務局

　　具体的に問題となるのは、学校の常勤講師であり、毎年どこかの学校に所属している。地方公務員
　法上、６月以内の任期を１回更新できるため、基本的には最長１年の任期であり、再度任用する場合
　には、ある程度の期間を設けて継続任用にならないようにするというのが基本的な流れである。学校
　現場では、児童・生徒への指導の継続性を踏まえると、年度の途中で先生が代わるというのは不都合
　があるため、３月末まで勤務したかたで、どうしても４月以降も勤務してもらいたい場合、３月３１
　日の１日だけ空けて、４月１日から改めて任用する。実質的には、ずっと勤務している。

　　こうして１日空けている結果、職員に不利になっている部分もあるのではないかということで、組

　合から毎年要求のある内容である。

事務局

　　裁判例が出てくると、それに沿った形で厚生労働省は解釈・法改正をしていくことになる。最近は　
　その流れも早い。その影響で総務省から通知が出ているのではないか。

委　員

　　５（７）リフレッシュ休暇について、具体的日数や他県の状況はどうか。

事務局

　　組合からは具体的な日数についての話はない。とりあえず制度を創設してほしいという要求である。
　そもそも年次有給休暇が十分に利用されていない。まずはその促進が必要ではないかというのが、こ

　れまでの人事委員会のスタンスである。

事務局

　　他県では、長期勤続休暇として節目の年に数日付与する場合が多い。

委　員

　　６（２）のメンタル疾患については、各職場が大変ではないか。最近は、自分が鬱であると言われ

　るかたも多い。衛生委員会を開催しても、患者の話を聞いた側が、患者にどういったアドバイスをす
　るのか、大変難しい。
事務局

　　衛生委員会の設置義務は労働者数50人以上の職場である。時間外勤務の縮減やメンタル疾患が発生

　しないようどのような取組をすれば良いか、現状がこうであり、どのように取り組んで、どう改善し

　ていくかを話し合う場を設けるような取組を、50人未満の職場であってもして欲しいという旨は、平
　成25年人事管理報告でも記載した。どこまでできるかという問題はあるが、各職場で主体的に取り組
　んでもらいたいという内容であった。

委　員

　　県職員は民間よりもメンタル疾患罹患者が多いのではないか。業務内容によりメンタル疾患を発症　

　しやすいのか、又はメンタル疾患であることを公言しやすいのだろうか。もちろん、公言しにくい環

　境になって暗数になってしまうのは良くない。現に発症している人には、いろいろな対処が必要であ

　るが、医師の診断はあっても周囲にはよく分からないケースもあり、対応が難しい。

事務局

　　今年、労働安全衛生法が改正され、50人以上の職場には、ストレスチェックが義務づけられた。労

　働災害の関係でメンタル疾患が増えているため、そのような規定が入った。50人未満の職場は努力義
　務である。27年12月までに施行予定であり、その間体制を作ることになる。これは、民間事業所と
　同様に地方公務員にも適用になる。入口で、メンタル疾患になる可能性がないか、チェックしていく

　仕組みを作ることになる。

委　員

　　メンタル疾患は、いわゆる不適応状態と職務遂行能力の低下のための職場の居づらさなど、まさに　

　メンタルヘルスという状態とがある。どこまでメンタル疾患というか難しい。

	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２６年９月１２日（金）午前１０時から開催することとした。
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